府高教　青年部交渉（平成28年12月12日）

給与に関する項目
　　教職員の給与・処遇につきましては、これまでも国の制度を基準として、その改善に努めてきたところです。

　今後とも、国や他府県の動向、本府人事委員会の意見、本府の財政状況等を踏まえながら適切な対応に努めていきます。
手当に関する項目
　教員に対して時間外勤務手当を支給することにつきましては、「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法」及び「職員の給与に関する条例」の規定から、困難です。

手当に関する項目
　教員特殊業務手当については、平成27年4月より義務教育費国庫負担金の算定基礎額を下回る手当額について、増額改定を行ったところです。

　今後とも、国の動向や府の財政状況等を踏まえつつ、適切な対応に努めてまいりたい。

評価育成システムの給与反映に関する項目
　教職員の評価・育成システムについては、教職員の意欲・資質能力の一層の向上を図ることにより、教育活動をはじめとする様々な活動の充実、組織の活性化を図ることを目的として実施しているところです。

　平成２５年度から教員の人事評価は、生徒又は保護者による評価を踏まえた授業に関する評価を含めて実施しているところです。

　　また、システムの運用状況の確認を行うため、毎年度、府立学校、市町村教育委員会を対象とした調査を行うとともに、平成２６年８月には教員評価が授業アンケート結果を適切に踏まえたものとなっているかについて検証を行い、客観性・適正性をより一層確保するため平成２７年度からシステムの改定を行い実施しているところです。
　　また、平成２８年１１月には、このシステム改定による効果検証を行い、その結果を公表したところです。
　評価結果の給与等への反映については、皆さま方との協議の上、平成１９年度から前年度の評価結果を昇給及び勤勉手当に反映しており、平成２４年度からは上位評価の昇給への反映を廃止するとともに、勤勉手当については、より勤務成績が反映できるよう成績率を見直したところです。

　　引き続き、「教職員の評価・育成システム」がより良い制度となるよう、充実・改善を図っていきます。
旅費に関する項目
旅費制度については、財政再建プログラム（案）に基づく府庁改革の一環で見直したものであり、要求にお応えすることは困難です。

教職員の負担軽減に関する項目
　教職員の配置につきましては、法令に基づき各学校の生徒数、学級数に応じて措置することを基本としており、これまでも各学校が有する課題に適切に対応しうるよう教員配置を行ってきたところです。
　今後とも、各学校が有する教育課題に適切に対応しうるよう、適切な教員配置に努めていきます。

教職員の負担軽減に関する項目
　教員が子どもたちと向き合い、触れ合う時間の確保に向けて平成20年1月に教職員の業務負担軽減に関するプロジェクトチームを設置し、様々な角度から検討を行い、平成25年3月に大阪府教育委員会として検討すべき取組内容を「教職員の業務負担軽減に関する報告書」にとりまとめ、プロジェクトチームとしての調査・検討を終えたところです。

　　この報告書に示されている「今後の取組み」について、教育庁の関係課が課題解決に向けた検討を行うとともに、その進捗管理を行っていきたい。

　また、教員の業務負担軽減は、教育庁（事務局）での取組みと学校現場における取組みを車の両輪として進めていく必要があることから、教員の意識改革など、学校現場での教職員の多忙化解消に向けた先進事例の紹介など、多忙化解消に向けた方策を実施してまいりたい。

　　なお、具体的な取り組みを進めるにあたり、勤務労働条件に関わる事項について必要に応じて所要の協議を行っていきたい。

休暇制度に関する項目
　休暇制度などの勤務条件等については、従前から必要に応じて、府立学校長あて周知を図るとともに、研修会等のあらゆる機会を通じて周知してきたところです。

　また、学校総務サービス運営事業の「マニュアル・規定集・データ集」に「学校職場における勤務条件等（制度解説）」を掲載し、教職員及び管理職が自由に閲覧できるようになっているとともに、平成１９年度からは、「学校職場における勤務条件等（制度解説）」を冊子にして、新採職員に配布しているところです。

教職員の負担軽減に関する項目
文化部活動に対しても「学校支援社会人等指導者活用事業」を実施し、平成28年度は、府立高等学校132校に対しまして、292名の外部人材を派遣しています。
　本府は、きわめて厳しい財政状況にありますが、本事業の趣旨の徹底を図り、活用内容を精査するとともに、必要となる予算の確保に努めているところです。

教職員の負担軽減に関する項目
運動部活動については、平成３年度から府立高等学校における運動部活動振興と活性化を図るため、「運動部活動指導者派遣事業」を実施し、指導者を必要とする府立高等学校に対して、地域や社会で活躍する優れた技能や専門的な知識・指導力を備えた指導者を派遣しています。

　　平成28年度は、運動部活動外部指導者活用事業として、府立高等学校127校334部の派遣要請に対し、127部287部に外部指導者を派遣しており、スポーツ安全保険にも加入しています。

　　教員の負担軽減にかかる部活動のあり方については、今後、文部科学省が調査、研究後に策定する「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」（仮称）の趣旨を踏まえ、適切に対応してまいります。
職務専念義務の特例に関する項目
　職務専念義務は職員の基本的な義務ですが、免除される場合があります。これはあくまで職務専念義務の例外として、公務優先という基本原則に対する限定的、例外的特例として認められるものであるため、みだりに職務専念義務の例外（職務専念義務の免除）を認めることは許されません。

　職務専念義務の免除については、地方公務員法第３５条により規定され、本府においては、職務専念義務の特例を「職務に専念する義務の特例に関する条例」及び「職務に専念する義務の特例に関する規則」により定めています。
　ご要求について、職務専念義務免除の対象とすることは、困難です。

　

職場環境の改善に関する項目
　特別教室の空調設備の設置につきましては、教育環境の充実に資するため、全府立学校を対象に関係各課と連携を図りながら、特別教室の一部に平成23年度より５か年計画で順次整備を進め、１３６校４０７教室に設置したところです。

　なお、エアコンの設置状況については、毎年各学校に調査を行い、状況を確認しています。

　また、教科準備室等への空調設備の設置につきましては、強い要望があることは十分に認識しておりますが、現在の財政事情を踏まえますと困難であり、今後の課題と考えています。

教職員の負担軽減に関する項目
　「学校組織運営に関する指針」に基づき、校務分掌や担任等の校内人事の決定及び発令は、校長・准校長の権限と責任のもとに行っている。その権限の行使に当たっては、必要に応じて教頭、事務（部）長、首席等から十分意見を聴取し、適材適所に人材を配置するように指導しているところです。

教職員の負担軽減に関する項目
　新規採用教員の配置につきましては、各学校の欠員状況を踏まえ、適正な配置になるよう努めているところです。

　教員の人事異動につきましては、「大阪府公立学校教職員人事基本方針」及び「府立学校教員人事取扱要領」に基づき、各学校の実情に応じた教員配置を進めるとともに、生徒数の動向などを踏まえた適切な定数管理のもと、教職員としての経験を豊かにし、その力量を高めるために、計画的に行っています。

人事異動を進めるにあたっては、各学校の円滑な運営体制を確保するという観点により、人事に関する調書、校長からのヒアリング等を通じ、本人の通勤事情等個々の事情についても把握したうえで、期限付き講師の配置状況も踏まえて適切に行っています。

なお、人事異動・配置については、本人の通勤事情等もできるだけ配慮しながら適切に行っています。

教職員の研修に関する項目
初任者に対しましては、教育公務員特例法にもとづき、初任者研修を実施しております。

 　また、府教育センターにおいて行う研修の年間実施計画につきましては、事前に各府立学校に通知し、学校行事等を決定する際に、研修の意義を理解の上、各学校において配慮いただいているところです。

　　さらに、研修に意欲的に参加しやすい環境づくりについても、各学校において十分配慮いただいているものと承知しています。

休暇・休業制度に関する項目
特別休暇については、より府民の理解を得られる制度にする観点から、民間状況も一定反映されている国制度を基本に見直しを行い、平成２２年度から実施しているところであり、その他の休暇の拡充や新設は困難です。

　育児休業の取得期間については、地方公務員の育児休業等に関する法律で規定されており、延長を行うことは困難です。

　早出遅出勤務については、制度導入時より様々なニーズ等を踏まえ運用してきたところです。また、平成27年9月に、その対象職員の範囲を「小学校1年生から3年生までの子を育てる職員」から「小学校に就学している子を育てる職員」にしたところです。

　平成28年9月には、公務に支障がない場合に、これまでの勤務パターンに加えて30分早出の勤務パターンを導入し、拡充したところです。

また、男性の育児参加休暇については、平成28年7月1日より、取得可能期間を産後16週に拡充したところです。

　さらには、教職員の更なる休暇・休業制度の理解向上と取得促進につなげるため、昨年度、庁内ウェブページに「教職員のための子育て支援ポータルサイト」を立ち上げました。

　　また、教職員の制度理解を図るための資料として、育児に関して利用可能な制度を一覧にした表を作成し、子育て支援ポータルサイトで掲載するなど、内容を充実させてきたところです。

　　さらに、ポータルサイトの周知を図るため、教職員向けのポータルサイトである全校トップページにおいて、全教職員に向けて紹介しました。
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